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昭和49 321 40 
昭和50 62 40 102 20 12+ 8 
昭和51 71 55 126 21 12+ 9 
昭和52 57 51 108 21 12+ 9 
昭和53 71 54 125 22 12+10 
昭和54 69 38 107 21 12+ 9 
昭和55 61 49 110 17 12+ 5 
昭和56 68 62 130 22 11+11 
昭和57 87 37 124 25 15+10 
昭和58 52 53 105 21 12+ 9 
昭和59 58 44 102 21 12+ 9 
昭和60 68 50 118 24 12+12 
昭和61 69 95 164 24 12+12 
昭和62 84 34 118 13 10+ 3 
昭和63 69 45 114 15 9+6 
平成元 66 61 127 12 4+8 
平成2 104 63 167 26 14+12 
平成3 122 56 178 22 14+ 8 
平成4 127 66 193 24 15+ 9 
平成5 122 65 187 30 15+15 
平成6 122 122 15 15+ 





















昭和55 22 12 
昭和56 26 9 
昭和57 16 6 
昭和田 20 20 2 
昭和59 11 14 4 
昭和60 7 8 。
昭和61 8 12 2 
昭和田 8 9 3 
日召和63 15 15 。
平成元 6 8 l 
平成2 6 7 
平成3 8 12 
平成4 6 13 
平成5 6 6 














年度 理 医 病 薬 工 農 養 化 災 人環 小計 計
昭和62(本) 537 1，266 5，565 1，405 1，446 1，516 。。。 11，735 
(分)
17，393 
251 。。。232 5，061 01 113 1 5，658 
昭和63(本) 242 950 4，138 833 2，650 1，170 。85 。 10，068 
(分)
16，681 
61 。。。414 6，138 。。。 6，613 
平成元(本) 249 1，473 4，289 371 1，790 2，002 01 214 。 10，388 
(分)
13，761 
78 。。。530 2，765 。。。 3，373 
平成2(本) 706 726 7，299 192 1，042 2，058 。53 。 12，076 
(分)
16，629 
276 。。。555 3，564 98 60 。 4，553 
平成3(本) 225 36 2，748 746 1，847 144 。。01 210 5，956 
(分)
11，266 
403 。。。827 4，037 22 21 。015，310 
平成4(本) 137 94 201 503 1，448 198 。。01 333 2，914 
(分) 280 。。。199 3，445 18 01288 014，230 7，144 
平成 5(本) 221 162 299 693 1，699 767 。。01677 4，518 
(分) 624 。。。360 5，252 110 9 01 110 6，465 10，983 
注 理=理学部、医=医学部、病=医学部附属病院、薬=薬学部、工=工学部、農=農
学部、養=教養部、化=化学研究所、災=防災研究所、人環=人間・環境学研究科
(平成3年度より)、本=本館、分=分館
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第 2項共同利用
実験室共同利用は前述のごとく、昭和48(1973)年度から本格的に募集し、
共同利用申し込みを適宜受け付け、内容は運営委員会で審査している。使用
される放射性同位元素の種類や量が、本センターの承認核種の範囲内であれ
ば原則的に申し込みは承認され、多くの共同利用者が本館分館の施設や設備
を利用している。毎年度、前期と後期に分けて募集しているが、その概略の
傾向をこの数年間の統計で表31-4に示す。
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第1項体制について
本センター教官はセンターの業務すなわち放射線管理、放射性同位元素等
取扱者のための教育訓練、共同利用者への指導助言等を行う必要があるた
め、その選考に当たっては、広い研究分野をカバーできるように、という配
慮が強くなされた。そのため、昭和46(1971)年一応の教官スタッフが揃った
とき、その研究分野は、助教授が薬物代謝ならびに有機化学的分野、助手の
1名は内分泌学と動物取扱関係、他の 1名は植物生化学と一般生化学を担当
することとなり、センター長の研究グループが物理学や測定関係をカバーす
ることとなった。このような各教官の研究分野からわかるように専任教官同
士の共同研究は極めて困難で・あり、それぞれの教官は関係部局の教官や学生
と共同で研究する必要があった。
その後教官の採用があり、また技官も内容によっては研究に一部参加でき
る態勢となってきたので、現在では例えば専任教官のうち 2名は物理系で原
子核物理学の研究分野で常に共同研究できる態勢となったし、教官(複数)が
技官の一部と共に放射線管理関係の研究内容で共同研究を推進することが可
能となっている。さらに教授は独立大学院である人間・環境学研究科に属す
ることとなり、大学院学生を受け入れて研究指導を行っている(次節参照)。
また、委任経理金により研究者を採用し、また委託研究員を受け入れる教官
もあり、かなり研究体制は整備されてきた。
しかし、部門制がないことから、研究グループを恒常的に組めない専任教
官もあり、今後もそのような状況は常に起こり得る。本センターの役割か
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ら、研究センターとはなりにくいとしても、専任教官の研究推進体制を、例
えば部門制などで確立していくことは今後重要な課題であると考えられる。
次節に記すごとく、大学院研究科との正式の関係が成立したため、最近教
育ー研究体制は幾分整備されてきた。
第2項研究内容について
専任教官は上に述べたようにそれぞれがほぽ独立で、各自の研究に取り組ん
できているため、学部内講座や研究所部門のごとく大きな流れにわけで記述
することは困難で、あるが、一応、学問分野別に記していくこととする。ここ
では放射性同位元素総合センターの活動として放射性同位元素や放射線に関
係する研究を主として取り上げる。両者に直接関係しない研究も行われてい
るが、それらは他部局(やf也の機関)との共同研究である場合が多いため、該
当部局の章で記述されるはずで、ある。
1.物理学系
放射性同位元素の取り扱いにおいて測定技術が必須で、あることも関係し
て、物理学系の研究はセンター設立以前の研究を引き継いで放射線測定器の
開発とほとんど常に関係してきた。原子核内から放出される電子の挙動や、
金属表面の性質を知るためのメスパウアー効果などの研究において、各種の
比例計数装置が開発された。なかでも極低温用、および高温用のそれらは応
用範囲が広く、新しい分野の開拓に役立つている。また最近は、民間との共
同研究による大面積超伝導体検出器の開発、および大型放射光等で利用度の
高い高エネルギーX線用の高精度住置感応型比例計数管の開発に取り組んで
いる。長い歴史にも拘わらず、理解の進んで、いなかった比例言十数管の基本問
題である制限比例領域における応答機構を明確に解明した。加速器からの荷
電粒子を用いた、原子核一原子物理の学際領域の研究も進んで、いる。
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2. 化学系
各種放射性金属イオンを用いた放射化学的研究や、微量の環境放射能測定
が行われている。また有機化学的な分野では、生化学的研究の目的に供する
ため高い放射能を持つトリチウムや炭素-14でラベルした化合物の合成を行
っている。これら大量の非密封放射性物質を取り扱うための施設・設備が整
っていることが、本センターの存在意義の 1つとなっており、共同利用研究
においても大量のトリチウムによるラベリングはしばしば行われてきた。た
だし、この数年は市販標識化合物の利用や委託合成などに頼ることが多くな
ったせいか、大量の非密封放射性同位元素を利用する合成の件数はごく少な
し、。
3. 生物・生化学系
ほとんどの放射性同住元素利用はトレーサとしてであり、植物での有機酸
生合成や代謝分解過程の研究、動物内分泌学の一環としてホルモン生合成・
消長の研究、プロスタグランデイン類の作用機構の研究、循環器系薬理学的
研究などが挙げられる。また薬物代謝研究においては、安定同位体の重水素
を用いて、同住体効果(アイソトープ効果)利用研究が十数年行われている。
4. 放射性同位元素管理学的研究
放射性同位元素(または放射線)管理学に関係する研究は、本センターにと
っての重要な課題を含み、その成果は直ちに日常の放射性同住元素安全取り
扱いや放射線管理業務に役立たせることができるため、教官と技官の協力の
下に常に、いろいろな課題に取り組んで、きている。「放射性有機廃液の処理
処分法J(これは蒸留やその後の溶媒回収処理も含めた方法の研究)、「コンビュ
ーターによる放射線管理J(様々な核種や標識化合物が多数の取扱者によって
日々使用・保管・廃棄されるその過程をコンビュータ一入力し、実態把握、その
統計処理、また管理方法改善のヒントに利用する)、「バイオサイエンスで多用
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される放射性同位元素の同時測定方法の開発J(トレーサとして最もしばしば
利用される放射性同位元素である3H、I'C、32p、35S、51Cr、1吋を分別定量する
方法)、「標識有機化合物の自己放射線分解過程の研究J(主にメチオニンな
ど35S標識アミノ酸の分解で生ずる揮発性化合物の同定と分解の制御など)、「動
物その他の団体アイソトープ廃棄物の乾留処理J(特に腐敗しやすい動物性廃
棄物や体積の大きくなりがちな国体廃棄物の滅容のための処理法の開発。放射性
同位元素の回収も含めた研究)等を挙げることができる。
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(人間・環境学研究科)
京都大学教養部の改組とからんで、独立大学院「人間・環境学研究科」が
平成 3(1991)年4月に発足した。この研究科の特色の 1つは、基幹講座のほ
かに協力講座が設置されていることである。本センターの教授も平成 4
(1992)年度途中より第 1専攻(人間・環境学専攻)r分子・生命環境論議座」
の中の協力講座「アイソトープ動態論」担当となった。これにより、平成5
(1993)年度より正式に大学院学生を受け入れている。
なお、その他の教官もそれぞれ関係部局の大学院指導を受け持ち、大学院
学生の研究指導等を行っているが、制度的に固まっているわけではない。
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第7節学外組織とのかかわり合い
本センターのような組織は昭和45(1970)年の東京大学アイソトープ総合セ
ンター設立をはじめとして、現在は14の国立大学(北海道、東北、筑波、千葉、
東京、新潟、金沢、名古屋、京都、大阪、岡山、九州、長崎、熊本の各大学)に
「学内共同教育研究施設」として設けられており、その14センターが毎年
「全国国立大学アイソトープセンター長会議」ならびに「アイソトープセン
ター専任連絡会議」を行い、各センターの相互連絡・情報交換・共同での事
業の協議等を行っている。科学研究費を共同で申請して、共同研究も行って
いる。また、「大学等放射線取扱施設教職員研修J(文部省・当番大学アイソ
トープセンター主催)を毎年少なくとも 1回共同で企画し、実施している。こ
れは大学等における放射線管理にかかわる諸問題のうち、そのときどきに応
じたテーマで講義と実習等を40名あまりの全国大学教職員に対して行うもの
である。京都大学もこれまで、昭和61(1986)年度(放射能汚染の測定について)
と平成 2(1990)年度(非密封ラジオアイソトープの取り扱いに伴う体内汚染の制
御と管理)に当番大学としてこの研修を主催し、また平成7(1995)年度も主催
することとなっている。
行政機関との関係は文部省では放射性同位元素関係担当部局は、本センタ
一発足当時(昭和46年度)は学術国際局の研究助成課であったが、その後担当
は昭和56(1981)年度に同局の学術情報課学術資料係となっている。予算等を
含むセンタ一関係、の将来計画等はほとんどすべてこの課・係との関係で行わ
れ、また大学等における放射線安全にかかわる問題も同様であるため、セン
ターは常にこの部局と密接な連絡体制を保っている。
また科学技術庁では、主に放射線安全の観点から、原子力安全局の放射線
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安全課との関係が深く、放射線施設の新設、改廃等のための申請書作成等の
たびごとに、大学の放射性同位元素等使用施設の関係者がこの課と接触する
必要があり、しばしば本センターは申請内容や書類の作成に関して相談に乗
っている。
地方自治体関係では平成 5(1993)年度より、京都市消防庁の消防学校から
の依頼を受けて、各消防署の署員訓練に当たる人たちに対して、放射線関係
の入門的な講義を 2日間にわたって毎年行うこととしている。
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